
会議名 令和 8年度 第 1回岐阜市上下水道事業経営審議会 

日時 令和 8年 8月 7日（金）10:00～11:20 

場所 岐阜市役所 6階 6-3会議室 

出席委員 

浅野裕司委員、江崎洋子委員、小森忠良委員、可児隆委員、野本琢磨委員、 

武藤豪委員、田島義則委員、淺野冴香委員、後藤尚久委員（会長）、浅見充弘委員、 

森弘安委員、廣瀬美紀委員（副会長）、鈴木友昭委員 

欠席委員 なし 

次第 

１ 開会 

２ 委員の紹介 

３ 会議事項 

（１） 会長及び副会長の選任 

（２） 岐阜市の上下水道事業の概要について 

４ 報告事項 

（１） 岐阜市上下水道事業経営戦略の修正について 

（２） 有機フッ素化合物 PFOS・PFOAの水質検査結果について 

５ その他 

（１） 熊本地震における応急給水活動について 

６ 閉会 

議事概要  

≪会議事項に対する質疑等≫ 

（１）会長及び副会長の選任について 

・委員の互選により、後藤尚久委員を会長に、廣瀬美紀委員を副会長に選任。 

 

（２）岐阜市の上下水道事業の概要について 

・委員から、水道普及率（85.5%）に関し、当市における井戸水の使用状況及び普及率向上のた

めの取組みについて質問があり、未普及の 14.5％については井戸水を生活用水として利用して

いること、また、当部では井戸水から水道への切替に係る工事費用等の助成制度を設けており、

水道普及率の向上に向けて、引き続き水道への切替及び制度の周知を行っていくと回答。 

 

・委員から、災害時において井戸水の活用が促進されている中、当市における井戸水の水質検

査の取組状況について質問があり、保健衛生部の衛生試験所が担当していると回答。 

 

・委員から、地方公営企業の共通課題である人口減少に伴う料金収入の減少や水道管路と下水

管渠の老朽化における他都市での取組状況について、今後の審議会で説明を求める意見があり、

他の中核市と比較した水道管路及び下水管渠の老朽化率の現況について、水道管路は他市と同

程度、下水管渠はわずかに高い状況であり、能登半島地震における復旧状況を踏まえ、当市で

は重要施設に接続する管路の耐震化に注力していると説明。 

 

・委員から、原材料費や人件費の高騰による財政計画や施設の維持管理への影響について質問

があり、事業運営の主たる収入源は料金収入であり、その限られた財源を有効活用するため、



優先順位をつけ、効率的かつ計画的に整備を進めていると回答。 

 

≪報告事項に対する質疑≫ 

（１）岐阜市上下水道事業経営戦略の修正について 

・委員から、施設の長寿命化による投資額の低減及び費用削減が、施設の安全性に及ぼす影響

について質問があり、人口減少に伴い、事業運営の主たる収入である水道・下水道の料金収入

が減少していく中で、今後も上下水道事業を安定的に継続していくために、向こう 10年を見通

し計画した「岐阜市上下水道事業経営戦略」をはじめとする各計画に基づき、重要度を見極め

ながら、計画的かつ着実に施設の耐震化及び老朽化対策を進めていくと回答。 

 

・委員から、人口減少に伴い料金収入が減る一方、設備投資が増えることが見込まれる中で、

財政計画に問題はないか質問があり、お客様への信頼醸成による料金収納率の向上及び DX推進

等による経費削減に努めるとともに、財政状況の詳細については、次回の審議会における令和

7年度の決算報告で説明を行うと回答。 

 

・委員から、包括外部監査による「岐阜市上下水道事業経営戦略」に係る指摘を踏まえた修正

内容について質問があり、修正は 2箇所あり、1点目は、経営戦略 45ページの「2)長寿命化に

よる投資額の低減」に掲載した「長寿命化した場合」を示すグラフが、経営戦略 61ページに掲

載した「投資財政計画」の内容と相違していたこと。2点目は、経営戦略 46ページの「2)更新

需要の平準化」及び「3)健全度の低下の抑制」に掲載したグラフについても、1点目と同様の相

違があったことから、それぞれ「投資財政計画」の内容に合わせてグラフの差し替えを行うも

のであると回答。 

 

（２）有機フッ素化合物 PFOS・PFOAの水質検査結果について 

・質疑等なし 

 

≪その他に対する質疑≫ 

（１）熊本地震における応急給水活動について 

・委員から、市民への防災意識の醸成や周知活動について質問があり、危機管理部と連携し、

地域の防災訓練では給水車を派遣するなど、実際に見て触れていただく機会を設け、周知活動

に努めていると回答。 

 

・委員から、熊本地震の被災地へ派遣している職員の活動内容について質問があり、現在は日

本水道協会からの要請に基づき、給水活動を行っていると回答。 

 

・委員から、熊本地震による下水道施設の被災状況について質問があり、生活用水を供給する

水道施設の復旧が優先されており、現時点で下水道施設の被災状況に関する詳細な情報や応援

要請はないが、今後、現地での調査等により被害状況が明らかになるものと考えると回答。 

 

 


